
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第34期（2018年11月１日から2019年10月31日まで）

①　連結株主資本等変動計算書

②　連結注記表

③　株主資本等変動計算書

④　個別注記表

本開示事項につきましては、法令及び当社定款第16条の定めにより、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http : / / w w w . l o n g l i f e -
holding.co.jp）に掲載し、ご提供しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年11月１日から )2019年10月31日まで
         （単位：千円）

区 分

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 1 8 年 1 1 月 1 日 残 高 100,000 － 3,245,695 △251,175 3,094,520

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △81,878 △81,878

自 己 株 式 の 処 分 10,982 37,901 48,883

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ ) △318,450 △318,450

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 10,982 △400,328 37,901 △351,444

2 0 1 9 年 1 0 月 3 1 日 残 高 100,000 10,982 2,845,366 △213,273 2,743,075

区 分

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

2 0 1 8 年 1 1 月 1 日 残 高 40,742 △2,575 38,167 － 3,132,687

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △81,878

自 己 株 式 の 処 分 48,883

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ ) △318,450

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △10,193 1,314 △8,878 － △8,878

連結会計年度中の変動額合計 △10,193 1,314 △8,878 － △360,323

2 0 1 9 年 1 0 月 3 1 日 残 高 30,549 △1,261 29,288 － 2,772,363

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

・連結子会社の数　８社

・連結子会社の名称

　日本ロングライフ株式会社

　エルケア株式会社

　カシダス株式会社

　ロングライフダイニング株式会社

　ロングライフメディカル株式会社

　ロングライフリゾート株式会社

　ロングライフグローバルコンサルタント株式会社

　朗楽(青島)頤養運営管理有限公司

（注）青島長楽護理用品有限公司は2019年１月28日付で朗楽(青島)頤養運営管理有限公司

に商号変更しており、ロングライフ国際事業投資株式会社は2019年２月１日付でロン

グライフグローバルコンサルタント株式会社に商号変更しております。

(2) 非連結子会社の状況

・非連結子会社の数　１社

・非連結子会社の名称

　花ここち株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

同社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社

・持分法適用の関連会社の数　１社

・持分法適用の関連会社の名称

PT.Jababeka Longlife City

(2) 持分法を適用していない非連結子会社

・持分法を適用していない非連結子会社の数　１社

・持分法を適用していない非連結子会社の名称

　　花ここち株式会社

(3) 持分法を適用していない関連会社

・持分法を適用していない関連会社の数　２社

・持分法を適用していない関連会社の名称

山東新華錦長生養老運営有限公司

株式会社トータルライフサポート研究所
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（持分法の適用範囲から除いた理由）

　持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社２社は、当期純損益(持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連

結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。

(4) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　持分法適用関連会社は、決算日が連結決算日と異なりますので、当該会社の直近の四半

期決算を基にした仮決算により作成した計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、朗楽(青島)頤養運営管理有限公司の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該会社の直近の四半期決算を基にした仮決算により

作成した計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　関係会社株式

　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

時価のあるもの･･･決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定。）

時価のないもの･･･移動平均法による原価法

②　デリバティブ･･･時価法

③　たな卸資産

商品･･････主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定。）

貯蔵品････最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定。）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　３～50年

　工具、器具及び備品　　　２～15年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

　均等償却を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額

を計上しております。

③　契約解除引当金

　クーリングオフ制度に伴う契約解除による将来の入居一時金の返還支出に備えるため、

契約解除実績率により返還見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　のれんの償却

　のれんの償却については、５年間にわたる均等償却としております。

②　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　なお、控除対象外消費税等については、当連結会計年度に負担すべき期間費用として処

理しております。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」（繰延

消費税等）に計上し、５年間で均等償却を行っております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　在外連結子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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（表示方法の変更に関する注記）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,000,928千円

２．たな卸資産の内訳

商品 159,652千円

原材料及び貯蔵品 11,109千円

合計 170,761千円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産

定期預金 215,055千円

投資有価証券 26,623千円

建物及び構築物 4,493,953千円

土地 3,287,498千円

計 8,023,130千円

（2）担保に係る債務

短期借入金 100,000千円

１年内返済予定の長期借入金 366,660千円

長期借入金 5,958,575千円

計 6,425,235千円

４.偶発債務

（訴訟等）

　当社の連結子会社であるロングライフメディカル株式会社は、2019年７月23日付で株式会社

ＴＭコンサルティングより、新店舗用の建物賃貸借契約を入居前に解除したことに関して違約

金請求訴訟（請求金額36,000千円）を大阪地方裁判所に提訴され、現在係争中であります。こ

れに対して、当社グループは裁判において主張を適切に展開していく予定であり、現時点では

当該訴訟が当社グループの経営成績及び財政状態に与える影響の予測は困難であります。
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（連結損益計算書に関する注記)

　減損損失に関する注記

　当社グループは以下のとおり減損損失を計上しております。

（1）減損損失を認識した主な資産

場　所 用　途 種　類

兵庫県
有料老人ホーム、グループホ
ーム、調剤薬局

建物及び構築物、工具、器具及び備品、

無形固定資産、長期前払費用

大阪府
有料老人ホーム、グループホ
ーム、デイサービス

建物及び構築物、工具、器具及び備品

千葉県 在宅介護用車両 リース資産

東京都 事務所 建物及び構築物、工具、器具及び備品

（2）減損損失の認識に至った経緯

　当社、日本ロングライフ株式会社、エルケア株式会社及びロングライフメディカル株式会

社における上表の資産グループにおいて、収益性の低下が認められるため、その帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

（3）減損損失の内訳

建物及び構築物　　　109,269千円

工具、器具及び備品　　6,285千円

リース資産　　　　　　1,309千円

無形固定資産　　　　　　 24千円

長期前払費用　　　　　　114千円

資産除去債務の戻入　　4,375千円

（4）資産グルーピングの方法

　当社グループは、事業区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として、主に事業所を単位としてグルーピングを行っております。

（5）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しております。

　正味売却価額については、売却予定額により算定しており、使用価値については、将来キ

ャッシュ・フローが見込まれないことから、当該資産グループの帳簿価額の全額を減損損失

として計上しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普通株式 11,190,400株 －株 －株 11,190,400株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 株 式 数

普通株式 955,605株 3,200株 144,200株 814,605株

（注）自己株式の減少株式数は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を行ったことによ

るものであり、増加株式数は、自己都合退職等の事由により付与者から返還されたもので

あります。

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2018年12月26日

取締役会
普通株式 81,878 利益剰余金 8.0 2018年10月31日 2019年１月30日

４．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるも

の

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2019年12月13日

取締役会
普通株式 83,006 利益剰余金 8.0 2019年10月31日 2020年１月15日

５．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

　　該当事項はありません。

－ 7 －

連結注記表



（金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、銀

行等金融機関からの借入によることを基本方針としております。デリバティブは、借入金の

金利変動リスクを回避する目的で利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、大部分が介護保険制度に基づく債権であり、相手

先が保険者（市町村及び特別区）であるため、リスクは僅少であります。一方で個人負担額

については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、担当部署が顧客ごとの期日管理及び

残高管理を行うとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　預け金は、主に老人福祉法に基づく入居一時金の保全措置のために信託会社に預け入れた

ものであります。信託を利用することにより、預け先の信用リスクの影響を受けません。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されてい

ますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期毎に時価

や発行体の財務状況の把握を行っております。

　借入金のうち、短期借入金は、主に営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達

であり、長期借入金は、主に運転資金及び設備投資等を目的とした資金調達であります。こ

のうち長期借入金の一部については、金利スワップ取引を利用して支払金利を固定化してお

ります。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金

利スワップ取引であります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

(単位：千円)

 連結貸借対照表 

計上額
時　価 差　額

（1）現金及び預金 1,243,637 1,243,637 －

（2）受取手形及び売掛金 1,660,752 1,660,752 －

（3）預け金 1,055,158 1,055,158 －

（4）投資有価証券 106,433 106,433 －

資産計 4,065,982 4,065,982 －

（1）短期借入金 170,000 170,000 －

（2）長期借入金（*1） 7,676,435 7,780,392 103,957

（3）デリバティブ取引（*2） 10,887 10,887 －

負債計 7,857,322 7,961,279 103,957

（*1）１年内返済予定の長期借入金は「（2）長期借入金」に含めております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

 資産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（3）預け金

　預け金の時価については、将来のキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

（4）投資有価証券

　この時価について、株式は取引所の価格によっております。
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 負債

（1）短期借入金

　これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（2）長期借入金

　長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債等の利回り等適切な指

標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。変

動金利による長期借入金の金利変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を利用して

おりますが、当該取引は、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、国債等の利回り等適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（3）デリバティブ取引

（ｱ）ヘッジ会計が適用されていないもの

金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

種類 契約額等
契約額のうち

１年超
時価 評価損益

市場取引以外
の取引

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

351,314 351,314 △10,887 △10,887

（注）時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格によっております。

（ｲ）ヘッジ会計が適用されているもの

　該当事項はありません。

（賃貸等不動産に関する注記)

　金額的重要性が乏しいため、注記の記載は省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 267円20銭

２．１株当たり当期純損失 30円91銭

－ 10 －

連結注記表



（企業結合等に関する注記）

（吸収分割による事業の承継）

　当社は、2018年10月15日開催の当社取締役会にて、株式会社ユウシンメディックが行う調

剤薬局事業を吸収分割の方法により、当社の連結子会社であるロングライフメディカル株式

会社に承継させることを決議し、同日付で吸収分割契約を締結いたしました。当該契約に基

づく会社分割は2018年12月１日に完了いたしました。

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　株式会社ユウシンメディック

事業の内容　　　　調剤薬局事業

(2）企業結合を行った主な目的

ロングライフメディカル株式会社（当社の連結子会社）は調剤薬局を現在６店舗運営

しており、株式会社ユウシンメディックが運営する調剤薬局と併せた事業拡張による

収益拡大を目的としたものであります。

(3）企業結合日

2018年12月１日

(4）企業結合の法的形式

株式会社ユウシンメディックを分割会社とし、ロングライフメディカル株式会社（当

社の連結子会社）を承継会社とする吸収分割となります。

２．本吸収分割の対価

本吸収分割の対価は金銭であり、金額については分割会社との守秘義務に基づき非開

示とさせていただきます。

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び期間

①発生したのれんの金額

35,724千円

②発生原因

主として承継する調剤薬局事業により期待される超過収益力であります。

③償却方法及び期間

５年間にわたる均等償却
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４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

流動資産 11,693

固定資産 22,582

資産合計 34,275

流動負債 －

固定負債 －

負債合計 －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2018年11月１日から )2019年10月31日まで
（単位：千円）

区 分

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計その他

資本剰余金
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰余金

2 0 1 8 年 1 1 月 1日 残 高 100,000 190,000 25,000 249,245 274,245 △251,175 313,070

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △81,878 △81,878 △81,878

当 期 純 利 益 127,433 127,433 127,433

自己株式の処分 10,982 37,901 48,883

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 10,982 － 45,555 45,555 37,901 94,438

2 0 1 9年1 0月3 1日 残 高 100,000 200,982 25,000 294,801 319,801 △213,273 407,509

区 分

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2 0 1 8 年 1 1 月 1日 残 高 40,593 40,593 353,664

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △81,878

当 期 純 利 益 127,433

自己株式の処分 48,883

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△10,044 △10,044 △10,044

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △10,044 △10,044 84,394

2 0 1 9年1 0月3 1日 残 高 30,549 30,549 438,059

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　  時価のあるもの･･･決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　８～47年

 構築物　　　　　　　　　　15年

　工具、器具及び備品　　２～10年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4)長期前払費用

　　均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計

上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

　なお、当社は退職給付債務の算定にあたり期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

簡便法によっております。
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４．その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を

当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 76,374千円

２．偶発債務

債務保証

関係会社の借入に関する債務保証額

 日本ロングライフ株式会社 3,773,435千円

 ロングライフメディカル株式会社 85,000千円

 エルケア株式会社 70,000千円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産

定期預金 215,055千円

投資有価証券 26,623千円

計 241,678千円

（2）担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 300,000千円

長期借入金 3,600,000千円

計 3,900,000千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 4,196,325千円

短期金銭債務 189,690千円
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（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

経営指導料

出向料収入

出向料

1,008,000千円

274,395千円

59,233千円

営業取引以外の取引高

受取利息

支払利息

46,652千円

4,348千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 814,605株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 135,195千円

関係会社株式評価損 71,400千円

未払事業税 9,902千円

株式報酬費用 8,681千円

投資簿価修正 7,660千円

賞与引当金 4,501千円

その他 5,994千円

小計 243,338千円

評価性引当額 △218,989千円

繰延税金資産合計 24,349千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △16,133千円

未収出向料 △3,936千円

その他 △1,424千円

繰延税金負債合計 △21,495千円

繰延税金資産の純額 2,854千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議 決 権 の
所有(被所
有 ) 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社
日本ロングライフ
株式会社

100.0％

経 営 指 導
債 務 保 証
債 務 の 被 保 証
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
債務保証（注２）

債務の被保証（注３)

出向料の受取
（注６）
出向料の支払
（注６）
資金預り（注５）

利息の支払（注５）

692,400

3,773,435

3,900,000

142,257

22,591

391,930

4,347

―

―

―

 未収入金

未払金

預り金

未払金

－

－

－

20,827

1,809

142,649

4,347

子会社
エルケア
株式会社

100.0％

経 営 指 導
債 務 保 証
債 務 の 被 保 証
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
債務保証（注２）

債務の被保証（注３)

出向料の受取
（注６）
出向料の支払
（注６）
資金預入（注５）

利息の受取（注５）

229,200

70,000

3,900,000

74,131

36,642

400,336

4,397

―

―

―

 未収入金

未払金

預け金

未収入金

－

－

－

10,183

4,224

450,980

4,397

子会社
カシダス
株式会社

100.0％

経 営 指 導
グループ金融制度
債 務 の 被 保 証
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
出向料の受取
（注６）
債務の被保証（注３)

資金預入（注５）

利息の受取（注５）

54,000

16,759

3,900,000

266,846

2,859

―

 未収入金

―

預け金

未収入金

－

2,473

－

221,320

2,859

子会社
ロングライフ
ダイニング
株式会社

100.0％
経 営 指 導
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
出向料の受取

（注６）
資金預り（注５）

利息の支払（注５）

19,200

3,419

2,692

1

―

未収入金

 預り金

 未払金

－

1,243

35,000

1

子会社
ロングライフ
メディカル
株式会社

100.0％

経 営 指 導
債 務 保 証
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
債務保証（注２）

出向料の受取
（注６）
資金預入（注５）

利息の受取（注５）

9,600

85,000

3,254

158,769

1,751

―

―

未収入金

預け金

未収入金

－

－

442

148,000

1,701

子会社
ロングライフ
リゾート
株式会社

100.0％

経 営 指 導
債 務 の 被 保 証
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

経営指導料の受取
（注１）
債務の被保証（注３)

出向料の受取
（注６）
資金預入（注５）

利息の受取（注５）

貸倒引当金の繰入
（注７）

3,600

3,900,000

24,239

3,365,364

36,108

36,307

―

―

未収入金

預け金

未収入金

貸倒引当金

－

－

3,344

3,129,210

36,108

△351,206

子会社

ロングライフ
グローバル
コンサルタント
株式会社

100.0％
グループ金融制度
役 員 の 兼 任

出向料の受取
（注６）
資金預入（注５）

利息の受取（注５）

貸倒引当金の繰入
（注７）

10,333

144,123

1,535

13,380

未収入金

預け金

未収入金

貸倒引当金

939

150,200

1,535

△32,610

子会社
朗楽(青島)頤養
運営管理有限公
司

90.0％
資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資金貸付（注４）

貸倒引当金の繰入
（注７）

1,255

883

関係会社
短期貸付金

貸倒引当金

7,389

△7,375
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取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．経営指導料については、契約条件により決定しております。

　　　２．銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、取引金額は期末残高を記載しており

ます。なお、保証料の受領は行っておりません。

　　　３．銀行借入につき、連結子会社である日本ロングライフ株式会社、エルケア株式会社、

カシダス株式会社及びロングライフリゾート株式会社より債務保証を受けたものであ

り、取引金額は期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行っておりま

せん。

　　　４．資金の貸付については、市場金利を勘案しており、返済条件は貸付契約によっており

ます。なお、担保は受け入れておりません。

５．当社は連結子会社と「グループ会社内の資金管理の集約に関する契約」を締結し、利

息については、市場金利を勘案し決定しております。なお、取引金額は期中平均残高

を記載しております。

６．出向者の派遣による出向は、出向元の給与を基準に双方協議の上決定しております。

７．連結子会社への債権の回収可能性を見積もり、貸倒引当金を繰入しております。

８．取引金額には消費税等を含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 42円22銭

２．１株当たり当期純利益 12円37銭

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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